
看護職員の人材確保のため、
「看護職員再就職支援相談会」を共同開催

＜労働局コメント＞
ナースセンターの専門相談員との

連携強化により、紹介窓口職員に専
門知識が付与される効果もあった。
ハローワークにおける求人・求職

者のミスマッチ解消の効果もあり、
次年度は開催回数を拡大し、事業を
推進したい。

国と地方自治体の連携による雇用対策好事例

【課題･目的】

≪照会先≫ 新潟労働局職業安定部職業安定課 （ＴＥＬ：025-288-3507） （http://niigata-hellowork.jsite.mhlw.go.jp)

【新潟県】 【新潟労働局・県内全ハローワーク】

【実施概要】

【役割分担】

県内における慢性的な看護職員不足の解消を図るた
め、就業看護職員の増加を目的としている。

◆ 平成２５年度は４８回開催して、延べ１３５人と相談し、
５４人が就職

◆ 再就職支援講習会の受講による、潜在看護職員の掘り起こし
と、円滑な再就職

【新潟県】
ナースセンターの専門相談員に

よる就業相談の実施（病院等の情
報提供、再就業支援講習会の案内、
資格取得に向けた相談等）

【労働局・ハローワーク】
◆対象者に対する相談会の
周知（ＤＭによる参加勧
奨を含む）
◆職業紹介・就職相談

【効果】

新潟県が潜在看護職員で再就業を希望する者を対象と
した相談会を実施する看護職員再就業支援強化事業を
新潟県看護協会に委託。労働局・ハローワークは事業
委託を受けた看護協会と連携し、ナースセンターの専
門相談員による予約制の個別相談会を県内全ハロー
ワークで共同開催。


